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研究要旨 

【背景】 

 職域における肝炎対策は、受検・受診・受療のタイミングでそれぞれ実施でき

ることがあるが、どの項目が産業保健スタッフにとって重要な項目かについて

量的分析がなされたことはない。本研究においては、先行研究において良好事例

としてとらえられたものについて重みづけを行うために質問紙方式で検討を行

った。 

【方法】 

受検・受診・受療のタイミングで実施できる産業保健スタッフの対応について、

産業保健専門職に 0～９点で採点を求めた。 

【結果】 

受検に関してはあまり高得点になったものが存在しなかった。受診について

は、肝炎ウイルスの要精密検査者に対する確実な受診勧奨は全員が 9 点の満点

をつけて高得点であった。受療については就業上の配慮について 8.9 点であり

最重要という回答であった。 

【考察】 

 受検について、受診・受療と比較した場合、点数が高くつかない傾向にあっ

た理由は、個人情報保護法が改訂されたことにより、肝炎などの健康診断外の

項目が要配慮個人情報となり、職域の立場で収集するには以前にも増してさら

に収集しがたい状況となっていることが考えられる。また、すでに確定した情

報を産業保健スタッフが持った場合には、確実な受診勧奨や就業上の配慮の検

討などには積極的であった。一方で、肝炎は以前と比較して治療が可能な病気

になったことから、職域においては、産業保健スタッフが個人情報に配慮しな

がら情報収集するために、事業場の方針をもとに肝炎対策が行われることが期

待される。 

 

研究協力者 

榎田奈保子  産業医科大学 保健センター 保健師 

工藤智美   産業医科大学 保健センター 保健師 

高松あずみ  産業医科大学 保健センター 保健師 

 
203



Ａ．研究目的 

肝疾患に罹患した労働者に対する

予防医学的方策には、1 次予防として

の受検、2 次予防としての受診、3 次

予防としての受療が存在する。それら

の具体的方策については、フォーカス

グループインタビューで表 1のように

整理された。整理された内容は、情報

提供や事業者側による配慮に大半は

整理された。これらの内容は、「実践で

きる」を前提として聴取しているため、

よい取り組みではあるが、産業保健ス

タッフとして「必ず実践しなければな

らないもの」と、「事業場の状況に応じ

て実践すること」のふたつのパターン

があると考えられる。職域での肝炎対

策は、大企業の産業保健スタッフであ

れば、すべての配慮を実践することも

可能であるが、90%以上を占める中小

企業で産業保健スタッフが脆弱な状

況でしか存在しないことを踏まえて、

優先順位をつけることが重要である

と考えられる。意識調査によりこれら

の重みづけを行うとともに、2018年に

改正された法的要求事項である個人

情報保護法と、「労働者の心身の状態

に関する情報の適正な取扱いのため

に事業者が講ずべき措置に関する指

針」に関する考察を加えて検討をする。 

 

Ｂ．研究方法 

 職場内における肝炎ウイルス対策

において優先度が高いと考えられる

事柄を抽出するために、受検・受診、

受療それぞれについて情報提供と職

域の配慮について含まれる 3～4 問の

質問項目を作成し、各項目について０

点（状況によって実施してもよい）～

９点（どのような職場においても確実

に実施すべき）で点数化し、平均点が

高い項目を抽出した。質問については、

B 型肝炎と C 型肝炎に分けて意見収集

を行った。 

質問項目は以下のとおりである。 

【受検】 

・B 型肝炎ウイルスに関する知識教育

を行う 

・職場で B型肝炎ウイルス検査を「全

員に」実施する 

・職場で B型肝炎ウイルス検査を「希

望者に」実施する 

・職場外で B型肝炎ウイルス検査を受

検できる外部医療機関を周知する 

・C 型肝炎ウイルスに関する知識教育

を行う 

・職場で C型肝炎ウイルス検査を「全

員に」実施する 

・職場で C型肝炎ウイルス検査を「希

望者に」実施する 

・職場外で C型肝炎ウイルス検査を受

検できる外部医療機関を周知する 

【受診】 

・B 型肝炎ウイルス検査の要精密検査

者に確実な受診勧奨を行う 

・肝酵素の要精密検査者に確実な受診

勧奨を行う 

・B型肝炎治療の最新知識を伝える 

・C 型肝炎ウイルス検査の要精密検査

者に確実な受診勧奨を行う 

・肝酵素の要精密検査者に確実な受診

勧奨を行う 

・C型肝炎治療の最新知識を伝える 

【受療】 

・B 型肝炎ウイルス保持者の定期的な

受診行動を確認する 

・治療内容について確認を行う 

・就業に影響が出ている労働者に対し

て就業上の配慮を検討する 

・C 型肝炎ウイルス保持者の定期的な

受診行動を確認する 
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・治療内容について確認を行う 

・就業に影響が出ている労働者に対し

て就業上の配慮を検討する 

対象；機縁法で参加を募った産業保健

師 7 名に対しアンケートを実施した。 

判定について；平均値が 7.5点以上の

ものについて、すべての事業場におい

て必須であるとし、それ未満のものに

ついては事業場の状況に応じて実施

すべき項目とした。 

 

Ｃ．研究結果 

 集計結果を表２．に示す。聴取した

項目の中で、平均点が 7.5点を超えた

項目は以下の通りであった。 

【受検】 

該当なし 

【受診】 

 B 型肝炎ウイルス検査の要精密検

査者に確実な受診勧奨を行う（9.0

点） 

 C 型肝炎ウイルス検査の要精密検

査者に確実な受診勧奨を行う（9.0

点） 

 肝酵素の要精密検査者に確実な受

診勧奨を行う（7.9点） 

【受療】 

 B 型肝炎ウイルス保持者の定期的

な受診行動を確認する（7.6点） 

 C 型肝炎ウイルス保持者の定期的

な受診行動を確認する（7.6点） 

 就業に影響が出ている労働者に対

して就業上の配慮を検討する（8.9

点） 

 

Ｄ．考察 

産業保健スタッフにとって必須の

業務とされたものは受診・受療に該当

するものであり、受検に該当するもの

は存在しなかった。 

産業保健の基本的な職域での立場

は、職務適性上の判断をすることであ

り、労働者と事業者に対して独立的に

判断することが要求されている。また、

個人情報保護法が改訂され、事業者が

労働者個人の健康情報を収集するこ

とは個別同意が必要となったため、健

康診断を利用した一律の情報収集が

難しくなったため受検については、産

業保健職にとって必須の行為となら

ず、事業場の状況が許せば対応すべき

項目となったことが考えられる。 

ここで 2018 年に改正された個人情

報保護法と労働者の心身の状態に関

する情報の適正な取り扱いのために

事業者が講ずべき指針について考察

を行う。この法令が定まる前は、健康

診断時にオプション検査として肝炎

検査を実施することは、必ずしも法令

違反ではなくいわゆるグレーゾーン

とされており、事実いくらかの事業者

が実施していた。しかしながら、本改

正により、機微な個人情報は健康情報

と定義され、利用目的と周知の範囲を

提示したうえで本人同意を取得し、健

康情報を週取集することが事業者に

義務付けられた。 

ここで、一般的な健康診断の流れを

確認する。労働者は年に 1回、労働安

全衛生法の定期健康診断を受診する。

定期健康診断の検査項目は労総安全

衛生規則により以下の項目が定めら

れている。 

  一  既往歴及び業務歴の調査 

  二 自覚症状及び他覚症状の有無

の検査 

  三 身長、体重、腹囲、視力及び

聴力の検査 

  四 胸部エックス線検査及び喀

（かく）痰（たん）検査 
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  五 血圧の測定 

  六 貧血検査 

  七 肝機能検査 

  八 血中脂質検査 

  九 血糖検査 

  十 尿検査 

  十一  心電図検査 

これらの項目について、異常所見のあ

るものについて、事業者は就業条件を

医師に確認する（医師の意見、労働安

全衛生法第 66条の 4）ことが法令義務

とされ、保健指導（労働安全衛生法第

66 条の７）が努力義務化されている。

「健康診断結果に基づき事業者が講

ずべき措置に関する指針」（改正 平成 

29 年 4 月 14 日 健康診断結果措置

指針公示第９号）では脳・心臓疾患を

ターゲット疾患としており、作業関連

疾患について、上記の医師の意見や保

健指導を要求していることとなる。し

たがって、B 型肝炎や C 型肝炎は一般

的に業務起因性や業務遂行性がなく、

私傷病であるため、むしろ健康診断と

いう枠組みよりも、両立支援の枠組み

の方が合致しているといえる。事業場

における治療と仕事の両立支援のた

めのガイドライン（平成 31 年 3 月改

正）では、私傷病を持つ労働者の両立

支援は「本人の申し出からスタートす

る」とされている。したがって、現行

法制度上、事業者が肝炎ウイルス検査

を率先して行うモチベーションが存

在しないだけではなく、事業者の側か

らしてみると情報収集することによ

る不利益取扱いと指摘される社会的

リスクの方が高くなっており、たとえ

従業員のために検査をしたいと思っ

ても健康診断での肝炎ウイルスチェ

ックの困難につながっている。産業保

健職が事業場内でスクリーニング検

査を行う際には、事業の一環として実

施される。したがって、労働者側から

の積極的な事業者に対する依頼がな

ければ、肝炎ウイルスチェックを行う

ことが容易ではない。 

 一方で、福利厚生の一環として肝炎

ウイルス検査を実施することは可能

である。その際には、個人情報保護法

の情報収集に関する基本的なルール

である①目的の明示、②周知の範囲、

③本人の同意、について明確に示され

たうえで、産業保健スタッフに限定し

て肝炎ウイルス検査結果を収集する

ことは可能であろう。しかしながら、

肝炎ウイルス検査の結果を収集した

としても、産業保健スタッフのみが収

集している情報であり、かつ、業務と

の関連性がない健康情報であるため

精密検査受診をさせるだけの強制性

が発生しない。労働者がそこで精密検

査を拒否した場合において、産業保健

スタッフは対応に困る情報のみがそ

こに残存することとなる。万が一、受

診せずに肝硬変や肝がんになった場

合には責任を問われることもあり、収

集の前に個別同意をとることの難し

さと相まってなかなか実施しがたい

のではないかと考えられる。事業場で

肝炎検査を実施するには今なお大き

な障壁が存在しており、社会的なコン

センサスが得られるような枠組みの

提示が必要と考えられる。 

 一方で、すでに肝炎であることが情

報提供された場合においては、むしろ、

産業保健スタッフは確実に受診する

よう勧めたり、就業配慮の要否につい

て検討したりすることは一致した意

見があると考えられる。このように、

肝炎ウイルスによる肝障害を私傷病

としてとらえ確実に就業継続が可能
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となる取り組みがあることから、両立

支援的な枠組みで整理し、労働者のリ

テラシーを高めて、肝酵素の上昇がな

くても、生涯 1度の肝炎ウイルスチェ

ックをするように、「大人の肝炎教育」

を実践するような枠組みを期待する

ほうが、より現実的であると考えられ

る。本研究班において、一般対象者向

けの平易な肝炎に関する読本が作成

された。このような取り組みが、結果

として肝炎撲滅の方向に進んでいく

ものと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 産業保健スタッフは、受診・受療に

関しては積極的にかかわることがど

のような事業者においても必須であ

ると考えられるが、受検に関しては障

壁が大きく対応可能な事業者で積極

的に展開させることが期待される。肝

炎教育等を通じて労働者の肝炎に対

するリテラシーを高め少しでも多く

の労働者が肝炎ウイルス検査を受け

たいと思うことを期待したい。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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表１．職域で実践可能な配慮の方策 
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＜受  検＞ 平均

点 
B 型肝

炎 
・B 型肝炎ウイルスに関する知識教育を行う 6.9 
・職場で B 型肝炎ウイルス検査を「全員に」実施する 4.4 
・職場で B 型肝炎ウイルス検査を「希望者に」実施する 3.4 
・職場外で B 型肝炎ウイルス検査を受検できる外部医療機

関を周知する 
6.1 

C 型肝

炎 
・C 型肝炎ウイルスに関する知識教育を行う 6.7 
・職場で C 型肝炎ウイルス検査を「全員に」実施する 3.9 
・職場で C 型肝炎ウイルス検査を「希望者に」実施する 3.1 
・職場外で C 型肝炎ウイルス検査を受検できる外部医療機

関を周知する 
6.1 

＜受  診＞   
B 型肝

炎 
・B 型肝炎ウイルス検査の要精密検査者に確実な受診勧奨

を行う 
9.0 

・肝酵素の要精密検査者に確実な受診勧奨を行う 7.9 
・B 型肝炎治療の最新知識を伝える 5.6 

C 型肝

炎 
・C 型肝炎ウイルス検査の要精密検査者に確実な受診勧奨

を行う 
9.0 

・肝酵素の要精密検査者に確実な受診勧奨を行う 7.9 
・C 型肝炎治療の最新知識を伝える 6.0 

＜受  療＞   
B 型肝

炎 
・B 型肝炎ウイルス保持者の定期的な受診行動を確認する 7.6 
・治療内容について確認を行う 6.3 
・就業に影響が出ている労働者に対して就業上の配慮を検

討する 
8.9 

C 型肝

炎 
・C 型肝炎ウイルス保持者の定期的な受診行動を確認する 7.6 
・治療内容について確認を行う 6.3 
・就業に影響が出ている労働者に対して就業上の配慮を検

討する 
8.9 

表 2．集計結果 
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